
浦添市運動機能向上事業Ｃ業務委託仕様書（案） 

 

 

浦添市介護予防・日常生活支援総合事業の通所型サービスＣ（短期集中予防サ

ービス）に位置付けられる運動機能向上事業Ｃの委託業務について、受託者が行

う内容およびその範囲等は、この仕様書によるものとする。 

 

１ 趣旨 

要支援認定者及び基本チェックリストに該当した第１号被保険者を対象に、

運動機能の低下により要介護状態等となる恐れのある者へ、専門職が短期集

中的に介入することで、運動機能及び生活機能の改善を図り、サービス利用者

が要介護状態等となることを予防するとともに、自ら介護予防に取り組み、住

み慣れた地域で自立して社会参加を含む活動的な生活ができるようにするこ

とを目的とする。 

 

２ 対象者及び状態像 

(１) 対象者 

要支援認定者及び基本チェックリストに該当した第１号被保険者（以下

「要支援認定者等」という。） 

(２) 状態像 

要支援認定者等のうち、介護予防支援事業者又は介護予防ケアマネジメ

ントの実施者（以下「介護予防支援事業者等」という。）による介護予防

支援又は介護予防ケアマネジメントにおいて、本事業の利用が必要と判断

された者とする。 

 

３ 業務の内容 

(１) 実施プログラム及び実施頻度 

運動機能や日常生活における課題の解決等を目的として、セルフマネジ 

メント力を高め、運動機能及び生活機能の改善を図るために、次に掲げる

プログラムを利用者個々の状態に合わせ組み合わせて実施する。 

  ア セルフマネジメントプログラム 



    利用者が意欲的にプログラムに取り組めるよう動機づけ支援を理学療

法士、作業療法士（以下「理学療法士等」という。）が毎回行う。 

  イ 運動機能向上プログラム 

    運動機能向上のための利用者宅で継続して取り組むことができるスト

レッチや運動の指導を行う。 

  ウ 社会参加プログラム 

    地域資源を活用するための支援を行う。 

  エ IADL プログラム 

    日常生活動作の訓練を行う。 

  オ 口腔機能向上プログラム 

    歯科衛生士等による個別支援。個々の状態に応じ１人につき３か月間

に３回を上限とし行う。 

  カ 栄養改善プログラム 

    管理栄養士等による個別支援。個々の状態に応じ１人につき３か月間

に３回を上限とし行う。 

 

(２) 委託業務内容 

ア 対象者が意欲的にプログラムに取り組めるよう、目標設定、モニタリ

ング、評価を実施する。 

イ 初回及び最終回までに、本人の目標に応じた内容の体力測定を行い、測

定結果と本人の状況等を踏まえ、目標設定・評価を行う。 

ウ 体力測定結果及び利用者の状況等を踏まえ、プログラム実施により生活

機能の改善及び活動的な生活が行えるよう目標設定を行い、個別サービス

計画書（様式第１号）を作成する。 

エ 利用者からの相談に対し助言を行い、相談内容やモニタリングの結果、

関係機関との連携が必要な場合は、連携を図る。 

オ 自宅等で自主的な取り組みが実施できるよう個別プログラムを設定し、

適宜モニタリングを行う。また、事業終了後も自主的な取り組みが継続し

ていけるよう、助言・情報提供を行う。 

カ その他必要に応じ、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等の介護予防

に関する専門知識及び経験を有する者と連携を図る。 



(３) 実施手順 

サービス提供は、以下の手順に沿って実施する。 

  ア サービス担当者会議 

本人、家族、介護予防支援事業者等、サービス提供事業所等で行うサー

ビス担当者会議へ出席し、事業実施に向けて調整を図るとともに、サービ

ス利用開始日の調整を行う。 

イ 個別サービス計画の作成 

介護予防支援事業者等から提供される利用者基本情報等をもとに、事前

アセスメントを行い、利用者の状況、課題等を把握し、個人記録及び個別

サービス計画書（様式第１号）を作成する。作成した個別サービス計画書

（様式第１号）は、事業開始月の月末までに市及び介護予防支援事業者等

に提出すること。 

ウ サービスの提供 

個別サービス計画に基づき、個別取組表（様式第２号）を活用しながら

プログラムの実施を行う。 

  エ 中間会議の開催 

    プログラム利用後、２か月目に目標の修正が必要と判断された場合等、

本人及び介護予防支援事業者等が参加する卒業後に向けての中間会議を

開催すること。 

オ 実施状況及び効果の確認 

適宜、利用者の取り組み状況や目標達成の状況等を確認し、必要に応じ

プログラム内容の見直しについて、介護予防支援事業者等と連携を図る。 

カ 事後アセスメントの実施 

最終日に事後アセスメントを行い、個人記録に記録する。また、個人取

組表（様式第２号）は、市及び介護予防支援事業者等への提出用として写

しを取った後、原本を利用者へ配布する。 

キ 実施報告 

受託者は、プログラム終了後、個別サービス報告書（様式第３号）を作

成し、市及び介護予防支援事業者等へ提出する。また、その他の事業実施

に関する書類については、市へ提出すること。 

  ク プログラム終了後のフォロー 



    プログラム終了３か月後利用者へセルフケアの継続状況や社会参加、

介護予防活動への参加等の確認及びプログラムの振り返り及び体力測定

を行い、その結果を市へ報告すること。 

(４) サービス提供期間及び提供頻度 

ア サービス提供期間  

原則３か月間とする。 

イ サービス提供頻度  

週に１回のサービス提供を行う。 

(５) 教室開催頻度・所要時間・受入れ定員 

ア 教室開催頻度 

週に１回開催する教室を実施し、曜日を固定すること。開催日におい

ては以下のいずれかに該当する日は除くものとする。 

(ア) 国民の祝日に関する法律(昭和23年法律第178号)に規定する 

休日 

(イ) ６月23日(慰霊の日) 

(ウ) 12月29日から翌年の１月３日(国民の祝日に関する法律(昭和

23年法律第178号)に規定する休日を除く。) までの間 

   イ 所要時間 

教室開催は、原則、午前９時～午後５時の間で行うこと。 

なお、１回あたりの所要時間は２時間程度とし、これに送迎の時間

は含まない。 

ウ 受入れ定員 

教室１回の利用者受入れ定員は概ね６名までとする。 

(６) 利用料の徴収 

受託者は利用料の取扱いについて、以下のとおり実施することとする。

但し、生活保護法における被保護者にあっては、利用料免除となるため徴

収しない。 

また、利用者の健康状態等の理由によりサービスを中断し、当該月の予

定回数を実施できない場合においても利用料の返金は行わない旨を事前

に利用者へ説明すること。 

ア 本事業の利用料（1か月につき800円）を、毎月末日までに徴収するこ



と。 

イ 徴収した利用料については、徴収金整理簿を備え、徴収の都度これを

記帳し、関係書類とともに整理すること。 

ウ 徴収した利用料の取扱いに当たっては、十分なる注意を払い、盗難又

は紛失があった場合は、遅滞なく市へ報告すること。 

エ 徴収した利用料の盗難又は紛失が自己の責に帰すべき理由による場

合は、速やかにその損害を賠償しなければならない。 

オ 徴収した利用料は市から発行された納付書により指定された金融機

関へ期限内に納付すること。 

(７) 参加状況報告 

サービス提供時において次に掲げる状態となったとき、受託者は、参加

状況報告書にて市及び介護予防支援事業者等へ報告すること。 

ア 利用者の体調不良により、サービスの提供を中止したとき。 

イ サービス提供時の事故により、サービスの提供を中止したとき。 

ウ 利用者が２回以上連続してサービスを利用しなかったとき。 

エ その他、利用者の状態等に関して注意を要する必要があるとき。 

(８) 業務報告及び委託料の請求 

受託者は当該月の業務終了後、以下の書類により業務報告を行い、市の

検収を受けた上で、請求書により委託料を請求すること。なお、書類は翌

月10日までに市長に提出すること。 

ア 事業実施報告書 

イ 利用料徴収金整理簿 

ウ 個別取組表（様式第２号）の写し 

エ その他関係資料 

(９) 送迎 

送迎を行う場合は、利用者と話し合いのうえ、利用者の状態に応じた送

迎を受託者の責任において実施することとする。 

（10） 研修及び会議参加 

   職員の資質向上のため、県や市、関係機関が開催する本事業と関連する

研修会等に積極的に参加すること。また、市が開催する会議についても、

参加依頼があれば参加すること。 



 

４ 業務の委託要件 

(１) 受託資格 

本事業の受託資格として、医療機関、指定介護事業者又はその他の事業

所であって、理学療法士、作業療法士のリハビリ職を配置している法人と

する。 

(２) 人員について 

事業を安全かつ効果的に行うために、当該事業に従事する職員を２名以

上配置すること（安全管理者との兼務可）。また、従事する職員２名のう

ち少なくとも１名以上は理学療法士、作業療法士とする。なお、口腔機能

向上プログラム及び栄養改善プログラムに従事する歯科衛生士等と管理

栄養士等については外部講師可能とする。 

(３) 実施場所及び備品について 

ア 実施場所 

事業を安全かつ効果的に行うことができると市が認める施設であるこ

と。 

イ 備品 

本事業の実施にあたり必要な備品を有していること。 

 

５ 運営における体制の整備について 

事故発生時の対応に備え、体制の構築や安全管理マニュアルの整備等を行

うとともに、傷害保険や賠償責任保険に加入すること。 

 

６ その他 

この仕様書にない事項については、市と受託者が協議のうえ、処理すること。 


